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研究要旨 
 感染症の流行制圧には病原体や疾病への正しい理解が必須である。このためには

効果的に正確な知識を普及させる必要がある。職域健診は広く労働者の健康を守る

ため法的根拠の下で実施される。その機会を感染症への知識習得の機会として活用

することができれば国民への啓発として極めて高い効果が期待される。本研究は職

域健診において性感染症啓発活動の効果を科学的に検証しようとするものである。 
 我々が平成三十年度〜令和二年度に実施した健診機会を利用した HIV 知識習得

を評価するためのアンケート調査を解析したところ、介入前後において、HIV 知識

習得度に顕著な差は見られなかった。この原因には、1)本研究以外の介入により対

象者が HIV 知識習得をした、2)アンケート調査の質問項目が HIV 知識習得を測り

にくいものであった、3)HIV 知識習得の教材が知識習得を促しにくいものであった

可能性があげられる。本年度は設問と資材の文言を再解析し潜在的な問題点を抽出

し、表現等を健診受検者に向けてより適切な文言へと改良してアンケート調査の再

実施を目指した。コロナ禍で実際の介入研究は実施できなかったが、解析結果がよ

り適切に評価できると期待される。 
 
 

Ａ.研究目的 
 感染症制圧は、効果的な介入を効果的な宿主

集団において計画的に行う事が必須である。

HIV は性感染症の一つである為、効果的な介

入計画立案のための正確な流行状況を把握し

にくい状況となっている。正確な流行状況把握

のためには HIV 検査受検者を増加する必要が

あり、そのためには一般市民全体に HIV を正

しく理解していただく必要がある。 
 我が国での HIV への理解度を代表する例と

して、以下のようなものがある。HIV はその

発見当時は致死性が非常に高く恐れられてい

たが、多くの AIDS 発症予防薬が開発され、感

染を早期発見できれば致死性は非常に低いも

のとなった。これに対し、平成 30 年 1 月実施

の内閣府の世論調査「HIV 感染症･エイズに関

する世論調査」において、回答者の 52.1%が、

「エイズは死に至る病である」と回答しており、

大半の国民が HIV に対する正しい理解がなさ

れていない事を示唆している。HIV への正し

い理解がなされていない事は個人レベルでの

HIV 感染予防といった介入が効果的に行われ

ていない事が想定される。 
 職域健診は、労働者が健康に働き続けられる

ようにするため、事業者が費用を負担し、労働

者に健康診断を受けてもらうことで、病気の早

期発見や健康意識の向上を目的としている。健

診センターや人間ドック施設（以下、健診施設）

での健診において、HIV の正しい知識を提供

する事ができれば、HIV 検査受験者数の増加

や、将来の HIV 感染を未然に防ぐことに繋が

ると予想され、職域健診の目的にも合致してい

ると考えられる。 
 職域健診では、一般的に検診内容や事前情報

の収集のために受検前にパンフレットを送付

する。我々も無料検査の実施に関する案内をこ

のパンフレットに同封して HIV/性感染症に関

する受検希望者を募った。その取り組みの中で、
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HIV 検査を受検しない対象者にも正しい HIV
や性感染症の知識を多くの市民に普及啓発で

きる社会的なチャンネルであるとの認識を新

たにした。 
啓発は一方向的な情報の流れになる傾向が

ある。ＣＭやポスターの掲示は意味があるが、

どの程度情報伝達が知識の普及に効果的なの

かについて科学的に評価されることは多くな

い。 
本研究では職域健診での無料性感染症検査

を機会に、効果的な一般市民の HIV 感染症に

対しての正しい知識習得の手法を確立するこ

とを、職域健診における HIV に対する知識の

提供が HIV に対する理解度にどの程度影響す

るかを推定し、情報提供の効果的な手法とその

評価方法を確立することを目的とする。 
前年度までに協力健診センターの受診者に

対し、HIV･梅毒検査案内パンフレット配布前

に HIV 感染症・エイズに関する知識を問うア

ンケート調査（介入前調査）を実施し、 HIV
梅毒検査案内パンフレット配布後は、HIV･梅

毒検査を受検しなかった者を対象に同じ内容

の HIV 感染症・エイズに関する知識を問うア

ンケート調査（介入後調査）を実施した。多く

の質問項目、かつ、多くの年齢群において、知

識提供の有無の間で回答に差が見られなかっ

た。この原因として、主に以下の４点が考えら

れる。 
 1)本研究以外の介入により対象者が HIV 知

識習得を行ってしまった、 
 2)アンケート調査の質問項目が HIV 知識習

得を測りにくいものであった、 
 3)HIV 知識習得の教材（検査案内パンフレ

ット）が知識習得を促しにくいものであった、 
 4)調査人数が少なかった、 
等の可能性が考えられた。そこで、本年度は 2）
と 3)の項目に対応し、さらに 4)に関する評価

を試み、協力健診施設での調査実施を目指した。 
 
Ｂ.研究方法 
 健診センター受診者の評価に用いた平成 30
年 1 月実施の内閣府の世論調査「HIV 感染症･

エイズに関する世論調査」のアンケート文言を

見直し、より適切な表現にあらためた。健診セ

ンター受診者へ知識提供のため作成された配

布資料を見直し、より適切な文言へ修正すると

同時に、知識獲得の評価に関係する内容を盛り

込むための改訂を行なった。 
（倫理面の配慮） 
本研究は地方独立行政法人 大阪健康安全基盤

研究所倫理審査委員会の承認を得て実施した 

（申請番号：1802-07）。 
 
Ｃ.研究結果 
・アンケート文言の見直し 
1)内閣府の作成した世論調査は HIV 感染症・

エイズに関連する知識の有無を測るためのア

ンケートではあるものの、我々が実施する教材

による知識普及という形式での HIV の知識に

ついて習得度を測りにくいものであった可能

性である。そこで、アンケートの文言の訂正を

以下のように変更して、それぞれの変更理由を

列挙する。 
・標題の HIV 感染症・エイズに関する「世論

調査」→「調査」：「世論」という文言があると

個人レベルでの調査という意識が薄れる可能

性があるため。 
・質問１：選択肢の理解をあげるための工夫と

して質問１の出題文中に「〜の関係」を追加し

た。また、選択肢の表現から「正しく」という

文言を除いた。これは心理的に正しくなければ

ならないという思いから回答にバイアスをか

けるリスクがあると考える。 
・質問２：エイズについての印象→知識：正確

な知識を問うているので印象は不適切な表現

と判断し知識と変更した。 
・質問２：死に至る病である→治療しないと死

に至る病である：現在の抗レトロウイルス薬に

よる効果を正確に踏まえた表現ではなかった。 
・質問２：特定の人達にだけ関係のある病気→
誰でも感染する可能性のある病気：元の文言は

MSM やハイリスクの集団を念頭においた表

現であり、一般の人を対象としたアンケートの

文言としては分かりにくい表現であった。 
・質問２：それらしく正しそうな知識を意図的

に加えた。「治療すれば体内から HIV を取り除

くことができる」、「治療を受けるためには高額

な費用を自己負担しなければならない」。 
・質問３：注射器の回し打ち→注射針の共用：

注射器でも意味は伝わるが、正確には針の共用

であり、一般の人には分かりにくい表現であっ

た。 
・質問３：授乳→母乳：厳密にいうと人工乳に

よるものを区別できていなかった。感染リスク

は人工乳にはないため。 
・質問４：治療薬の表記と、治療薬を一生飲み

続けることについて明記した。 
・設問５：健診センターを追加する。実際に、

健診センターも検査のオプションであるため。 
・質問６：表現を過去形とした。 
・全体：薬→治療薬：クスリは麻薬など別の意

図としてとらえられる可能性があったほか、
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HIV 感染症の治療薬以外の薬剤とも誤解が生

じかねない。質問項目全体にわたって HIV 感

染症に対する治療薬のことがわかるように明

記した。 
 
2)本研究の知識習得以外の機会で HIV の知識

を習得してしまった事により今回の提供資料

による効果が観察しにくくなったことが考え

られる。これに対応するために意図的に高度な

誤選択肢を入れることを考える。具体的には質

問２に「薬物治療を 10 年経過すれば体内から

HIV を取り除くことができる。」および「治

療を受けるためには高額な費用を自己負担し

なければならない。」を加える。 
 
3)検査案内パンフレットに同封した HIV 知識

習得教材の内容をふまえた質問事項に加えて、

教材を読んだかを判定しやすくする工夫をす

る。例えば、検査案内パンフレットの縮刷をア

ンケートに掲示し、「この HIV 検査案内を読み

ましたか。」など直接的に尋ねたり、一般的に

あまり触れることの少ない情報として、献血者

における HIV 陽性率や自治体の実施した HIV
抗体検査の陽性率を教材に掲載して、アンケー

トでこれを問う選択肢問題を課したりする。 
 
4)アンケートを配布する人数を増やす。これま

では無料検査を実施することを前提に知識普

及に関するアンケートを実施してきた。しかし、

啓発に関する評価を無料検査と切り離して実

施することも可能である。特に性感染症のオプ

ション検査を実施している検診施設において

は、知識普及に関する資材を同封することで受

検者が増えれば受検者・検査提供側双方が受益

することになると思われる。これまでの解析で

一定の統計学的有意差が得られる項目もあっ

たことから、アンケートの精度をあげる試みと

合わせて、統計学的有意差を得るためには数百

人に対するアンケート調査を要すると推定さ

れる。状況が整い次第知識提供に関する研究の

みに絞った対象施設を選定し、実施を検討する。 
 
・知識提供のための HIV･梅毒検査案内パンフ

レットの改善 
 修正したアンケート用紙によって知識習得

をより正確に測れる様にするため、知識習得教

材としての HIV･梅毒検査の案内パンフレッ

トについても、以下のような改善を行った。 
・全体：薬→治療薬：アンケートと同様に、全

体にわたって HIV 感染症に対する治療薬のこ

とがはっきりとわかるようにした。 

・リスク行動：「主に性交（セックス)を通じて

感染します。」→「主に未治療の感染者との性

交（セックス)で感染します。」に変更する。よ

り正確な表現にするため。 
・「他には注射針の共用や母乳などです。」「握

手やトイレ・風呂の共用、回し飲みや食器の共

用では感染しません。」を感染ルートに付記す

る。アンケートで質問事項にあるので、パンフ

レットを読んだかどうかを判定するための一

助にすることができる。 
・梅毒が急増→梅毒が流行あるいはとても多く

なっている、に変更する。現在、「急増」にあ

たるのか明確ではないため。 
・○月は無料という吹き出しを追加する。期限

がある、という情報は検査の参加に対して積極

的な行動変容を与える可能性があるため。また、

研究費に限りがあるため、通年にわたって実施

できないこともあり、参加できる期間が限定さ

れる可能性もあることが背景にある。 
 
Ｄ.考察 
 我々が文言のあり方を見過ごしてしまった

背景には、内閣府の実施したアンケート結果と

比較することでベースラインとして知識の普

及度を測ることができると考えたためである。

しかし、啓発による知識普及の効果を推定する

ためには必ずしも内閣府のアンケートと同一

である必要はなかった。また、我々が研究とし

て結果を解析するための設問としても適切性

を考慮すべきであった。これに気付けただけで

も昨年度までのパイロット研究には意味があ

ったと思われる。知識普及の資材やアンケート

に共通する文言の適切さについては、私たちが

これまでに自治体と共同で主にハイリスクの

集団に対する HIV・性感染症検査キャンペー

ンを実施してきたことから、一般の方を対象と

する文言としての的確性を十分に考察できて

いなかったことも一因と思われた。 
 協力検診センターがある沖縄県では 2021年

から新型コロナウイルス感染症の流行が日本

本土に先駆けて起こっており、健診施設、保健

所の活動は大きく制約を受けていた。そのうえ、

住民も行動制限が求められていた。本研究代表

者も大阪府における新型コロナウイルス感染

症の検査対応に当たる必要があり、かつ県境を

またいだ移動も自粛が求められていたために

新たな資材を用いた研究の実施は困難であっ

た。かかる状況についてはご理解いただきたい。 
 
 次年度以降は以下を重点的に取り組むこと

にした。 
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・協力健診施設において、引き続き無料 HIV･

梅毒検査の提供を行う。また、新たな協力健診

施設を開拓する。 
・健診施設における HIV･梅毒検査の有効性に

ついて、引き続き評価･検討を行う。 
・事業の費用対効果を測るために MSM 向け検

査の提供も並行して実施する。 
・自治体に対して行ってきた国の職域健診

HIV 検査モデル事業の予算化への勧奨は、当

該事業が国で予算化されなくなったので中止

せざるを得ない。対案として、国の特定感染症

等検査事業を活用し、期間を限定するなどした

無料 HIV 検査の自治体から検診施設への事業

委託について、自治体と共に検討を行う。 
・梅毒（トレポネーマ感染症）に関して引き続

き調査研究を行う。梅毒については、これまで

唯一性感染症としての梅毒の原因と考えられ

てきた TPA だけではなく、2019 年に我々が新

たにTENも性感染症としての梅毒の原因にな

りうることを関西圏の梅毒患者から同定した。

これを追うように、2022 年には関東でも同様

に TEN が検出されたことが報告された。梅毒

はコロナ禍の中で検査アクセスが不充分であ

ったためか 2021 年は報告数が少なかったが、

2022 年はコロナ以前の水準よりも多く感染者

が報告されており、早急な対策が求められる。

本研究は性感染症の情報を提供するためのツ

ールとしても機能すると期待されるため、梅毒

対策の一助としても意義があると思われる。 
 
Ｅ.結論 
コロナ禍で職域健診における無料検査の効

果を評価することができなかったが、職域健診

に伴う資材配布により HIV および性感染症に

対する知識の提供が各感染症に対する理解度

へどのような影響を与えるかについての調査

研究をより確実に解析できる準備を進めた。 
 
Ｆ.健康危険情報 
 該当なし。 
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